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1第 章

　全ての学校で 1人 1台端末での教育活動を始めるためには、これまでの経験を生かしな

がらも、未経験のことへの対応が多くあります。取組を進めるためには、教育委員会も学

校も個別ではできませんので、検討体制をつくりましょう。子供たちの学びをつくりあげ

るため、GIGA スクール構想の目標を踏まえた、有意義な活用を促す方策を検討しなくては

なりません。また、その検討の内容は教育委員会が中心になって、学校や保護者、地域の方々

に情報を適切に伝えることで推進体制を確かなものにしましょう。

　1人 1台端末を活用した教育活動は、先生方も初めてのことの連続です。不安も多々あ

ることでしょうが、体験を通して学ぶ研修を重ねることで乗り越え、これからの時代を生

きる子供に必要な資質・能力を育てましょう。また、ICT 支援員、GIGA スクールサポーター、

ヘルプデスク等が、不安を和らげてくれます。先生方の取組を支える体制をつくりましょう。

ICT 環境整備の進め方と
教育委員会の役割
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3 つの推進チームの設置とその連携による推進

GIGA スクール構想の共通理解と学校経営への位置付け

全員の一歩を目指した ICT 研修の実施

1. 3 つの推進チームの設置とその連携による推進　

　GIGA スクール構想が所期の目的を達成するためには、3 つの推進チー

ムを設置することが大切です。まず第一に、各自治体において教育委員

会が各学校の代表からなる推進チーム（右イメージ図・〇〇市推進チー

ム①）を設置すると有効です。その際、ICT が得意な先生がメンバーと

なる例が多く見受けられますが、ICT は苦手であっても学校全体を見渡

す立場にある例えば教務主任等をメンバーとし、学校へ波及させること

も効果的です。さらに ICT 支援員やアドバイザーなどを加えましょう。

また、文部科学省の GIGA StuDX 推進チームとの連携や StuDX Style ※ 1

の活用も進めてください。

　第二は、各学校ごとの推進チーム（右イメージ図・学校推進チーム②）

です。教務主任や生徒指導主任、ICT が得意な先生、苦手な先生など多

様なメンバーにすることで、全員が ICT 活用に前向きになる研修づくり

が可能になり、メンバー同士の連携もスムーズになります。

　第三は、教育委員会内全課の代表による推進チーム（右イメージ図・

教委推進チーム③）です。学校を指導する立場の教育委員会の職員は

全員が GIGA スクール構想について理解していることが必須です。推進

チームによる教育委員会職員対象のセミナーを実施している自治体も

あります。

　以上 3 つの推進チームにより教育委員会と学校間の情報共有や意見

がスムーズに行き来する体制となることが、全てのベースになります。

2. GIGA スクール構想の共通理解と学校経営への位置付け

　GIGA スクール構想の推進に当たって最も大切なことは、全ての職員

が自分のこととして受け止め、GIGA スクール構想に関わるようにする

ことです。これまで得意な先生が ICT を有効に使っている反面、苦手な

先生は全く使わないということがありました。「全ての先生」がほんの

少しであっても ICT を活用している学校を目指すことが大切です。その

ために校長は GIGA スクール構想を「学校グランドデザイン」に示すな

ど方向性を明確にします。さらに、全員参加の GIGA スクール構想の研

修を企画しその上で学習指導に止まらず生徒指導や朝の会などの特別活

動など教育活動全般を俯瞰した ICT の活用について検討し、教育課程等

に明確に位置付けましょう。

　教育委員会は主催する校長研修会や教務主任研修会、生徒指導主任

研修会などで ICT の積極的活用の場面を作り、例えば校長研修会に学校

のタブレットを持参させたり、参加者自身のスマホ等の活用など BYOD

（Bring Your Own Device）により、各校長が自分の考えを入力し会場の

スクリーンで全員の考えを共有するといった取組をするなど教育委員会

主催の各種研修自体を情報化し、参加者が ICT 活用の良さを体感するこ

とで、各学校での推進が期待できます。令和の時代において、教育委員

会の変革も求められています。

3. 全員の一歩を目指した ICT 研修の実施

　各自治体や学校での ICT 活用の研修も積極的に実施することが望まれ

ます。その際、教員の中には「自分ができるようになってからでないと

授業で使えない」と考える方もいますが、まずは使ってみる、子供たち

と共に学ぶ姿勢が大切なことを伝えましょう。「得意な先生の百歩より

全員の一歩」につながる研修となるよう配慮してください。また、学校・

教育委員会とも NITS（（独）教職員支援機構）が開催する「学校教育の

情報化指導者養成研修」※ 2 を職員に受講させ、リーダー養成を図りま

しょう。

　GIGA スクール構想は、学校の DX（デジタルトランスフォーメーショ

ン）」です。令和の時代にふさわしい教育を ICT を活用して創っていく

ために、学校と教育委員会の連携をこれまで以上に大切にすることが求

められます。

学校と教育委員会が連携する
検討体制を確立しましょう

1

①教育委員会設置の○○市推進チーム②学校推進チーム③教育委員会内推進チームの
３チームが連携して推進します。

教育委員会・学校の全職員がGIGA スクール構想を共有し学校の教育活動に位置付けます。

全ての教職員が ICT を活用できるよう誰一人取り残さない研修を企画し実施します。

※ 1 文部科学省「StuDX Style」Web サイト
https://www.mext.go.jp/studxstyle/
※ 2 NITS（（独）教職員支援機構） Web サイト「学校教育の情報化指導者養成研修」
https://www.nits.go.jp/training/002/018.html
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教育委員会内推進チームを核とした推進

　鹿児島市教育委員会（鹿児島県）は、GIGAスクール構想推進のため、学校と教育委員会の「情

報共有、協働」を掲げ、推進の中核として各課の主幹級からなる教育委員会内推進チームを

編成しました。（事例写真１）

　本チームは教育長の指示の下、「各学校代表による推進チーム」と連携して学校との密な

連携を取るとともに、教育委員会各課との連携を強めることで、教育行政全体を踏まえての

推進を行っています。

　その手始めとして、教育委員会内の全職員対象の「今さら聞けないGIGAスクール構想っ

て何？」と題したセミナーを学校籍と市役所籍の全職員に実施し、全員がGIGAスクール構

想を理解することを推進の基盤としました。さらに、教育委員会主催の学校職員対象の全研

修の情報化に取り組み、研修でICTを積極的に使う場面を作り、日常使いのICT活用の場面

と方法を参加者が学校に還元しています。

　例えば、校長研修会は、これまで紙媒体で資料を当日配布し担当課が順次説明するスタイ

ルでしたが、推進チームの提案で、各課説明を可能な限り事前動画配信にしました。また、

事前にNITS（（独）教職員支援機構）の研修動画を視聴して参加するように促したり、ワー

クショップ（事例写真２）で校長が持参したスマホやタブレットを使い、Googleフォーム

に各校長の意見を打ち込み共有したりする場面を設定したりすることが研修の質の向上につ

ながっています。学校を経営する校長自身のこのような経験が、自校の学校運営全体を見渡

したICT活用の推進につながっており、「学校グランドデザイン」へのGIGAスクール構想の

位置付けなどにその変化が見えてきています。他にも、生徒指導主任研修会では不登校生の

学習保障としてのタブレット持ち帰りやいじめアンケートへの活用も議論されるようにな

り、学校全体がICT活用により良い方向に変革されている兆しが見られるところです。

NITS（（独）教職員支援機構）学校教育の情報化指導者養成研修 

文部科学省 GIGA StuDX 推進チーム 

1. 3つのチーム
による推進

学校推進チーム②

教委推進チーム③ 校長
研修会

教頭
研修会

教務主任
研修会

教育委員会
職員向け研修

生徒指導
主任会　

学校管理職向け ICT 研修

学校の情報教育担当者
ICT 研修

3. 全員の一歩を
目指した ICT 研修

2.GIGA スクール構想の共通理
解と学校経営への位置付け

ICT 校内研修（1）

ICT 校内研修（2）

◎GIGA スクール構想の
視点での見直し

・教育課程への GIGA スクール構想の位置付け
・学習指導、生徒指導等に ICT 活用
・研究授業での ICT 活用等

○○市推進チーム①

校長
方向性

意見

企画運営

受講・成果波及

評価・意見

学校

学校グランド
デザイン

教育委員会

連携

連携

教育長
首長

方向性

意見

企画運営

企画運営
評価・意見

校務
分掌

各課
研修の

ICT 化に
より情報
化を体感

研修成果の還元

（各学校の先生）
※校務分掌への位置付け

GIGA スクール構想の理解

スキル研修

（各学校代表者・ICT 支援員・教委等）

（教育委員会職員）
全課の代表＋ICT 支援員など （校長が望ましい）

（全員の活用をどう進めるか？）

推進チームの
活性化など

不登校対策等
での活用など

教育課程への
位置づけ

グランドデザ
インへの位置

づけなど

文部科学省「StuDX Style」
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令和の時代にふさわしい学校づくりのための教育委員会と学校の連携

事例写真１　市教育委員会推進チーム

事例写真２　校長研修会
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GIGA スクール構想の目的は何か

学校現場の自律的な対応を促す

情報教育の全校的な取組を促す

1. GIGA スクール構想の目的は何か

　GIGA スクール構想の目的は、ICT を活用し、個別最適な学び

と協働的な学びの一体的な充実など、教育の質の向上を図るこ

とです。GIGA スクール構想の環境は、学ぶ場所を選びません。

学校外での活用も想定すると、どうしても危険回避の考えが先

に立ってしまいますが、制限はどの程度にすべきかを慎重に考

える必要があります。アクセスできるサイトを制限するなど、

情報事故等を想定して予防策を講じることは大切ですが、制限

が多くなれば活用は進みません。機能制限やフィルタリングが

授業を止めてしまうこともあり得ます。これまでは、一人一人

が日常的に情報端末を使う経験が少なかったこともあり、導入

の初期段階では様々な失敗も想定されます。失敗させない、失

敗を許さないという態度で臨むよりは、失敗経験を基に子供た

ち自身が公的なアカウントの利用にふさわしい振る舞いについ

て考え、その資質・能力を身に付けていくことができるように

指導していくのがよいでしょう。導入の初期段階など、やむな

く制限を強めにしなければならないと考える場合には、その意

図や今後の見通しについて学校現場や保護者に対して丁寧に説

明し、理解を得ることが大切です。不安を呼び起こし、不満が

出ないよう、情報を提供する必要があります。

2. 学校現場の自律的な対応を促す

　教育委員会が、全てを事細かに画一的に定め、学校現場がそ

のルールを守ることに必死になり、活用が進まないということ

が起これば本末転倒です。学校毎に地域環境や子供の実態も異

なっていることから、学校が自律的に考えて、自校の実情に合っ

たガイドライン等の作成ができるように校内ガイドライン作成

の手順や参考例を示すなど、必要な支援を行うことが大切です。

また、機器導入の初期段階と活用が進んだ段階とでは、ガイド

ラインの内容も異なります。一度決めたガイドラインを守り続

けるということではなく、常に子供の実態を踏まえて見直す必

要性についても、注意を促すことが求められます。教育委員会

においても、学校現場においても、それぞれの判断で柔軟に変

更ができる体制づくりが大切です。

3. 情報教育の全校的な取組を促す

　さらには学校が運用ルール等の約束事を定めた段階で思考停

止しないよう、学校における情報教育の年間指導計画等の点検

を促していくことも、有意義な活用を促進する上で大切です。

GIGA スクール構想で構築するクラウド前提の環境は、これま

での環境と大きく異なります。これまでの情報教育の年間指導

計画等の見直しは必須です。特に小学校においては、１年生か

ら日常的に情報端末を活用していくことになります。これまで、

あまり具体的な想定をしてこなかった学校が多いと思われる低

学年での活用をどのように計画して、中学年、高学年での活用

につないでいくのか。中学校においては、特定の教科に限定せず、

全ての教科でどのような活用を行い、教科間の関連を図ってい

くのか。学校全体で検討を進め計画化しなければ、一部の先生

の取組に限定されてしまう恐れもあります。何より、目指す資

質・能力を効果的に育成することができなくなってしまいます。

教育委員会は、全ての学校に対して、児童生徒一人一人が情報

端末を使う環境が整えられた目的を浸透させながら、全校体制

で情報教育を推進できるような支援を行う必要があります。

2

目的を確認し、目指す資質・能力の育成を第一に考えて必要な設定を検討しましょう。

画一的な制限は最低限にし、学校の自律的な運用ルール作成を支援しましょう。

運用ルールを定めるだけでなく、学校における情報教育の年間指導計画の点検を促しましょう。

構想の目的達成のために制限は
最低限にして有意義な活用を促しましょう
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　Ａ市教育委員会では、これまでの経験から起こりうるトラブルを想定し、不適切な操作

等ができない設定にして安全を確保することを基本と考えました。「市の公的備品なのだ

から子供たちが好き勝手に使えるような設定は良くない」という考えが強くあったからで

す。トラブルの発生を心配する学校長の声も届いていました。その結果、例えば、情報端

末のデスクトップの背景等を変更できなくしたり、子供同士のメールやチャットもできな

くしたり、禁止事項の多い設定とする当初案が作成されました。しかし、管下の学校から

のヒアリングに加え、他地域からの情報収集も積極的に行いながら検討を進めるうちに、

例えば、デスクトップの背景変更に関しては、次のような意見が交わされるようになって

きました。

・ 年間を通して同じ情報端末を使用するのだから、その情報端末に対する愛着を持たせる

意味でも、自由にしてもよいのではないか。

・ 一時的に学習に集中しなかったり、トラブルになったりすることがあっても、それを機

にどうしたらよいのかを自分たちで考え、公的なアカウントを用いた適切な振る舞いがで

きるようにしていくことが大事ではないか。

・  「モノ」としての情報端末に目が行きがちだが、多くの児童生徒は、学校以外でも日常

的にインターネットに接続できる環境の中で過ごしている。学校で使用する情報端末のみ

に強い制限をかけて危険を回避するよりも、情報モラル教育・情報セキュリティ教育の充

実を図る方が、目指している資質・能力の育成のためには大切ではないか。

　結果、Ａ市教育委員会では、機能制限は必要最小限にして、学校が自らの判断で運用ルー

ルを定めたり、変更したりすることができるようにしました。そして、教育委員会として

は、運用ルールの策定や情報活用能力育成のための情報提供に力を入れていくことになっ

たのです。
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自由に情報端末を
使って、学ぶこと
が大事だよね…。

子供たちが好き勝
手できないように
してほしい！

トラブルが
起きないか心配！

デスクトップを
好きな背景に
変えたい！

教育委員会発行の情報誌等

ブラウザの背景を見合う子供たち
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学校への積極的な情報発信

児童生徒一人一人に IDカードを発行

児童生徒・保護者へ活用ガイドを配布

1. 学校への積極的な情報発信

　わずか１年余りの内に児童生徒一人に１台の情報端末が整備され

るという大きな環境の変化に、多くの学校や先生方が戸惑うのも当

然です。その不安を取り除き、積極的な活用に転じるためにも、学

校現場が必要とする情報を可能な限り提供し、説明を行うことが大

切です。具体的には次のような情報を伝えるとよいでしょう。

・「GIGA スクール構想」の概要と意義

・「GIGA スクール構想」によって実現する学び

・自治体における教育の情報化推進計画

・導入される情報端末（OS）及び機器等の種類と数量

・ネットワーク整備の意義と計画

・機器整備のスケジュール

・児童生徒及び教員一人一人に発行されるアカウントの意義と管理

・情報端末の管理と運用方法（セキュリティ対策を含む）等

　情報発信の方法としては、管理職及び情報教育担当者を集めての

説明会・研修会を実施したりする他、いつでも前掲の情報の確認が

できるように、自治体の Web サイトに「GIGA スクール構想」に関

するページを設けるなどの方法もあります。また、一方的な情報発

信にならないように、学校現場の事情や要望にも丁寧に耳を傾け、

必要に応じて不安を取り除くための追加説明を行い、柔軟に計画を

修正していくようにしましょう。

2. 児童生徒一人一人に ID カードを発行

　「GIGA スクール構想」ではクラウドの活用が前提となります。そ

のためには、児童生徒及び教員一人一人に、ID（アカウント）を発

行する必要があります。その際に大切なのは、児童生徒が ID を持

つことによって、どんなことができるようになるのか、そして、そ

の管理はどうすべきかといった情報セキュリティや情報モラルに関

する内容を発達の段階に応じて理解できるようにすることです。そ

こで、初めて児童生徒に ID を発行する際には、一人に１枚ずつ ID

の意味や管理について記した「ID カード」を作成し配布するよう

にしましょう。また、今後は教育委員会または学校において、毎年

あるいは適時、ID を発行・更新したり、削除したりする等の管理

業務が必須となることについて十分理解しておく必要があります。

その一方で、ID の管理が担当者や学校にとって過度な負担になら

ないように、年次や転出入の処理が効率的に行えるような ID 管理

の体系を工夫する必要があります。（本ガイドブック 4-1 一人一 ID

参照）

3. 児童生徒・保護者へ活用ガイドを配布

　情報端末の持ち帰りや児童生徒一人一人に ID が発行されること

によって、今後、学校の学びと家庭（学校外）の学びがシームレス

になります。学校で行ったグループ学習の続きを、家に帰ってから

Web 会議で互いをつなぎながら、共有のファイルにアクセスして

行うといったことも珍しくなくなります。そうすると学校だけでな

く家庭での情報端末をどのように活用するかについて、そのガイド

ラインを示しておくことも必要です。保護者にとって、情報端末を

破損してしまった際の対応や家庭のネットワーク接続への可否や疑

問など不安に思うことは少なくありません。ここで留意したいのは、

リスクを気にするあまりに、情報端末に過度な制限をかけたり、活

用場面を限定してしまうことで、その積極的な活用を妨げる結果に

なってしまうことです。家庭でも有効な活用が図られるように活用

ガイドやパンフレット等を配布し、保護者に理解していただくこと

が必要です。

3

教育委員会は、導入に向けて可能な限り学校へ必要な情報を提供・発信しましょう。

クラウド利用に必須となる IDを、児童生徒一人一人に適切な形で発行しましょう。

児童生徒や保護者にGIGA スクール構想の意義や情報端末の利用ガイドを示しましょう。

教育委員会は、知りたいことを事前に伝え、
ＩＤカード・保護者へのお願いなど
資料を提供しましょう
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1. 伊佐市教育委員会（鹿児島県）の取組

　伊佐市教育委員会では、各学校に向けて「GIGA スクール構想」の概要に加え、情報端末

選定の理由や経緯、機種・性能、情報端末の配置に関する考え方、情報端末管理の仕方や

破損時の対応、児童生徒の ID の配布や活用、導入されるクラウドサービス、年次ごとの計

画・目標・スケジュール、教育課程編成等に至るまで詳細に記載したファイル等を配布し、

学校への説明を丁寧に行っています（下イメージ図１）。また、同市では、教育委員会職員

が、全ての学校を訪問し「GIGA スクール構想」の実現に向けた説明を行うだけでなく、学

校からの質問や要望を聞き、その一つ一つに対応することで、学校現場の不安感を軽減す

るとともに導入後すぐに積極的な活用が図られるように努めています。

2. 鹿児島県教育委員会「県域ドメインによる ID 発行」

　鹿児島県では県下全ての市町村の小・中・高等学校において、児童生徒が県内において

転校したり、進学したりしても同じ ID を使い続けることができるように県域で同一のドメ

インによる運用を進めています。その際に児童生徒が ID の意味や大切さを理解するために

一人に１枚ずつの ID カードを発行することを推奨しており、それを教員が容易にするため

のテンプレートを、県の「GIGA スクール構想」の Web ページで提供しています（下イメー

ジ図 2）。

3. 霧島市教育委員会（鹿児島県）の取組

　霧島市教育委員会では、「GIGA スクール構想」の実現に向けたロードマップを示す中で、

学校における「一人一台端末を活用した一日の流れ」（下イメージ図３）を具体的に例示

しています。そこでは子供たちが登校後、充電保管庫から取り出し、授業や休み時間での

活用や下校までの流れが示されています。また、同市では「GIGA スクール構想」に関する

Web ページを開設し、教員だけでなく児童生徒や保護者・地域に対する情報発信にも努め

ています。

「情報端末貸与式」伊佐市教育委員会

霧島市校長研修会

事例

図１「伊佐市の GIGA スクール構想について」
　　　伊佐市教育委員会（鹿児島県）

図２「ID カード」鹿児島県
           総合教育センター

図３「霧島市における GIGA スクール構想整備後の
　　   授業のイメージ」霧島市教育委員会（鹿児島県）

イメージ図

第 1 章：ICT 環境整備の進め方と教育委員会の役割
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児童生徒にどのような力を育むのか

体験を通して実感する重層的な研修

家庭への理解促進を意識

1. 児童生徒にどのような力を育むのか 

　Society5.0 時代、予測困難な時代が到来する中で目指す「令和の日本

型学校教育」は、全ての子供たちの可能性を引き出す「個別最適な学び

と協働的な学び」の実現です。今まで教員の役割は、どちらかというと、

児童生徒に教えることが中心でした。しかしこれからは、主体的・対話的

で深い学びを成立させる役割が中心になります。さらに、児童生徒の個性

や能力に応じた協働学習をうまく設計することも求められます。GIGA ス

クール構想により整備される ICT 環境は、これらの個別最適な学びと協働

的な学びを実現し、子供たちの学び方を支える環境であることを、しっか

り共通理解しておくことが重要です。 

　次に、この環境による個別最適な学びと協働的な学びによって、児童生

徒にどのような資質・能力を育てるのかという最終目的の確認が必要です。

その資質・能力は、学習指導要領の 3 つの柱「生きて働く知識・技能」、「未

知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力等」、「学びを人生や社会

に生かそうとする学びに向かう力・人間性等」を踏まえ、学びの基盤とな

る『情報活用能力』等です。一人一人の児童生徒が、 ICT を適切・安全に使

いこなすネットリテラシーなどの情報活用能力を身に付け、自分の良さや

可能性を認識するとともに、多様な人々と協働しながら持続可能な社会の

創り手となる力を付けるという新時代の目標に向け、共に変化を前向きに

受け止めて挑戦していこうとする雰囲気作りが大切です。 

2. 体験を通して実感する重層的な研修 

　各学校で１人１台端末が積極的に活用されるためには、リーダーシップ

を取る管理職、校内のマネジメントを図る担当教員、授業実践を行う全

ての教員が、まずは当事者意識を持って具体的な学びのイメージを持つこ

とが前提となります。そのためにも模擬授業体験が欠かせません。特に、

共同編集等、クラウド活用や ICT による情報共有を体験することで意識の

変化につながります。 

　その上で、活用する意義やその方法・留意点等について、重層的な研修

を行う必要があります。文部科学省の「GIGA スクール構想 本格運用時チェッ

クリスト」※ 1 には、教員の研修として以下の点が掲載されています。 

① １人１台端末とクラウドを活用した新たな学びの目指す目標、情報端

末等の管理運用などについて、管理職向けの研修を行っているか

② 授業等での活用、情報端末等の管理運用に関する教職員向けの研修を

計画的に行っているか

③ 情報端末等の操作や活用について、教師自身、または教師間で学ぶこ

とができる研修用の材料や情報を提供しているか

④ 児童生徒に対する情報端末の取扱いや情報モラル教育に関する研修が

行われているか

3. 家庭への理解促進を意識 

　GIGA スクール構想は、保護者や地域等の協力を得ながら着実に推進し

ていくことが求められます。最初は、特に持ち帰った時にトラブルが起き

ないか等、不安を感じる保護者が多いことが予想されます。したがって保

護者には、情報端末は学習のための道具でもあることを意識してもらい、

協力を得ると同時に、丁寧な説明や情報提供をしていくことが必要です。 

　同チェックリストにおいては、１人１台端末の利用に当たり、保護者等

との間で事前に確認・共有しておくことが望ましい主なポイントとして、

次のことが挙げられています。 

①児童生徒が情報端末を扱う際のルール 

②健康面への配慮 

③情報端末・インターネットの特性と個人情報の扱い方 

④トラブルが起きた場合の連絡や問合せ方法等の情報共有の仕組み

4

学び方も学力となり、教科のコンテンツ（内容）ベースからコンピテンシー（学習者の能力）ベース
に変わります。

共同編集等、クラウド活用や ICT による情報共有を体験することで意識が変化します。

保護者に、学習のための道具であることを伝えるよう意識します。

初めてのことがほとんど、
体験を通じて令和の学びをつくり出す研修を
充実させましょう

※ 1 文部科学省（2021 年 3 月 12 日発行）「GIGA スクール構想の下で整備された 1 人 1 台端末の積極的な利活用等について（通知）」 別添 1
https://www.mext.go.jp/content/20210312-mxt_jogai01-000011649_002.pdf



第 1章：ICT 環境整備の進め方と教育委員会の役割

事例

イメージ図

9

1 - 1
導
入
前
（
計
画
策
定
～

調
達
（
入
札
ま
で
））

1 - 2
導
入
・
設
定

1 -3
活
用
開
始
の
た
め
の

準
備

1 -4
導
入
研
修

資料
Ｑ 

＆ 

Ａ

1 -5
学
校
支
援

1. まずは校長から始める ─管理職 ICT 研修の事例─ （事例写真１）

　日野市（東京都）では、ICT 活用教育をスタートさせた 2006 年度から、管理職 ICT

研修を導入しました。日野市では 15 年間も管理職 ICT 研修を実施しています。

　教職員の発想、意識を変えるためには、学校 CIO である校長のリーダーシップが

欠かせません。校長自身がいち早く体験し、その意義を理解することが、校内のマ

ネジメント体制の構築や、教員の意欲的な活用につながります。学習指導要領が告

示される前には、タブレットを使って、KJ 法※ 1 を撮影してプレゼン、その様子を

さらにビデオ撮影して振り返るというアクティブラーニングの体験研修を行いまし

た。このような教育の情報化に見識の高い講師による体験型の研修は、効果を上げ

ています。

　町田市（東京都）も、学校 Webサイトに新しいCMS（コンテンツ管理システム）が

導入される際は、管理職の体験研修を実施しました。Web サイトの管理責任、発信

の許諾者は校長にあるので、校長が初めの一歩を体験することが、その後の校内の

効果的な運用と積極的な配信につながりました。

2. 近隣の学校同士で連携を図る─教員が学び合う研修 ―（事例写真２）

　教育委員会主催の研修会だけではなく、地区内の学校の校長同士で連携を図り、

それぞれの学校の強みを生かして自主的に研修会を実施している事例もあります。

例えば、プログラミング教育の研究校の教員が講師となり、地区内の学校の全教員

に模擬授業を行った事例、1 人 1 台の情報端末を活用したオンライン公開授業に、地

区内の学校の教員全員が参加した事例などがあります。新しい取組を自校だけで抱

えるのは困難であり、近隣の学校内で、互いに力を補完し合う工夫が求められます。

もちろん、管理職も教員と一緒に学んでいます。

Society5.0：新しい価値やサービスが創出

導入研修 研修目的の明確化と重層的な研修

校長⇒リーダーシップ
主幹・教務主任⇒校内のマネジメント
情報教育担当⇒研修運営
教員⇒学んで実践

意義の周知・啓発

心配・不安

共通理解

保護者

令和の日本型学校教育

全ての子供たちの可能性を引き出す「個別最適な学びと協働的な学び」の実現

理解し、イメージできる体験型の重層研修の実施

・「生きて働く知識・技能」の習得
・「未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力等」の育成
・「学びを人生や社会に生かそうとする学びに向かう力・人間性等」の涵養
　を踏まえ、「学びの基盤となる『情報活用能力』」等の育成

児童 生徒GIGAスクール環境

ルール・健康面・個人情報・トラブル

付箋に書き出し、グルーピング

事例写真１　管理職 ICT 研修「ICTを活用したアクティブ・ラーニング」

事例写真２　教員研修会

整理して完成した構造図を、
タブレットで撮影

発表する様子を、さらにビデオ
で撮影して振り返る

※ 1 KJ 法：文化人類学者の川喜田二郎が考案した発想法。ブレーンストーミングなどで思いついたことや調査で得られた情報などをカードに記すことから始め、
類似のカードについてグループ分けとタイトルづけを行い、グループ間の論理的な関連性を見いだし、発想や意見や情報の集約化・統合化を行う。（デジタル大辞泉）

立ち上がって整理するメンバー
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気軽に相談できる人材を大切にしましょう

どんどん授業に入ってもらいましょう

技術的な支援から授業づくりの支援へ

1.  気軽に相談できる人材を大切にしましょう

　全ての教室にいきなり多くの情報端末が入り、その管理や運用方法、

授業での活用方法等について心配している教職員もいると思います。ま

た、校内の管理職をはじめ、教務主任、情報担当者等の仕事が増えてし

まうのではないかという不安を感じている学校も多くあります。

　そういう心配や不安を取り除くために、教育委員会で、ICT 支援員・

GIGA スクールサポーター・ヘルプデスク ( 以下、ICT 支援員等）を配置

する必要があります。予算は GIGA 関連予算で確保したとしても、実際

にどのような人材を配置すべきかという点が、最も気になるところだと

思います。

　ICT 支援員等はただ単に ICT に詳しいというだけではなく、校内で子

供たちや教職員に寄り添える人であるということが重要です。教職員が

相手の忙しさを気にして、「こんな初歩的なことで手を煩わせたら悪い

のでは」と思い込んで問い合わせや相談を極度に遠慮することや、何を

聞いたらいいかわからず質問できないことも想定されます。

　そのような思いを理解し、適切な距離感で寄り添い、教職員のスキル

レベルに応じて丁寧に対応してくれることが重要です。何より初心者は

聞き方がわからないという悩みも多く、それらを引き出すことも学校の

支援体制として必要になります。

2. どんどん授業に入ってもらいましょう

　教職員によっては、常時外部の人が教室にいることを気にするかもし

れませんが、ICT 支援員等にとって実際の授業をたくさん見ることは今

後の支援において大切なステップとなります。そういった意味でも、初

めは授業中の支援をお願いしましょう。授業中の子供たちへの支援は、

特に初期の段階では多く必要とされます。教室の中で一人でも情報端末

がうまく起動しなかったり、エラーで止まったりしていたら、授業が進

まなくなります。再起動に時間をかけないために、すぐに代替機を用意

しておいて、さっと取り替えるなどの臨機応変な対応なども ICT 支援員

等に任せられます。

　授業のお手伝いにどんどん入ってもらうことで、教室内の子供たちの

様子の理解も進み、配慮の必要な子への対応方法なども、実際に目で見

て伝えることができます。

3. 技術的な支援から授業づくりの支援へ

　初めのうちは、情報端末の操作やアプリの操作方法など、技術的な部

分の支援が多くなりますが、情報端末はできるだけシンプルに設計され、

わかりやすい操作性にこだわっているので、初期の技術的な支援の見通

しが立てば、次は、授業の組み立ての部分や教材づくりの相談ができる

ようになります。

　ICT 支援員等は、同じ時期に各校を巡回しているケースが多いので、

この時期のこの学年では、こんなことをしているとか、こういう指導を

すると子供達が迷わず効果的に授業が進んだなどのノウハウが自然と集

まってきます。そのノウハウを教育委員会として集約しておけば、さら

に良い情報提供へとつながります。

　ただ、あくまでも事例の提供であり、「こういう授業をした方がよい」

というようなアドバイスになってしまうと、教職員との関係が崩れてし

まうので、注意が必要です。

　また、教育委員会内でこれらの情報をとどめることなく、周辺地域や

全国の同じ ICT 支援員等の方とのネットワークを広げ、互いに情報交換

できるようにしましょう。

5

どんな些細なことでも遠慮せず、気軽に聞いてみることから始めましょう。

授業に入ってもらいながら、支援をお願いしましょう。

初期の技術的な支援が終わったら、授業づくりの支援をお願いしましょう。

ICT支援員・
GIGAスクールサポーター・
ヘルプデスクの存在が不安を和らげます
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授業内容を相談できる ICT 支援員が配置されている H 町での事例

　H 町では 10 年前より ICT 支援員が配置され、数年前からは一人が小学校４校と中学校 2

校を曜日を決めて巡回しています。小規模自治体のため、教育委員会所属の ICT 支援員が

実質、校内の全ての ICT 機器の管理も行っています。そのため整備計画も含め学校の情報

化に関する主要な業務も担っています。

　学校への支援として、毎月の訪問予定は前月に学校に通知されそれに応じて各担任が支

援時間と内容を予約するようになっています。

　初めてこの町に赴任した先生でも、この ICT 支援員に頼ることにより、今まで利用した

ことのない情報端末や、町内で共通の ICT に関するカリキュラムの実施に不安がないよう

になっています。

　流れは次の通りです。

　担任は、ICT 支援員に「今度、この教科のこの部分で、タブレットを使った授業をするので、

どのように授業を組み立てたらいいですか」と相談を持ちかけます。すると、ICT 支援員

から、「この学校で、こういう風に教材を用意して、授業をしています」あるいは、「以前、

この単元ではこういう風にタブレットを利用して、こんな効果がありました」というよう

なヒントをもらえます。

　担任は、その話をヒントにそのまま授業に使うこともあるし、これまでのクラスの ICT

活用の段階を考え、少しアレンジした教材にしたいと相談することもあります。それを受

けて、ICT 支援員は担任が使いやすいような教材を当日までに用意します。

　このような流れが日々行われており、ICT 活用の少ない担任に対しては、教材を提示し

ながら同一地域内での実践されている同様の活用法を示し、推奨します。このことにより、

地域内での ICT 活用のカリキュラムをそろえることができ、小中連携もふまえ、子供たち

のスキルレベルを均一化することができています。
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資料
Ｑ 
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Ａ

事務局担当者

市区町村教育委員

域内の学校

ICT 支援員

授業支援

GIGA スクールサポーター

技術支援

・担任教師との TT（チーム・ティーチング）
・依頼された教材づくり
・他校での授業内容の共有・提案

・教員研修
・校務支援

・トラブルシューティング
・周辺機器，新たな機器導入の相談
・MDM

（Mobile Device Management：
モバイルデバイス管理）等の管理

学校と ICT 支援員、GIGA スクールサポーターの関係

事例写真１　ICT 支援員が遠隔相手校に行き、相手
校の技術支援をする

事例写真２　ローマ字入力学習のために、担任と TT
を組んで授業をする
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Q & A

Q1 都道府県と市区町村の教育委員会間が連携して教育の情報化を推進している例はありませんか。

A
　奈良県の例として、「県域で考える」との考え方で、情報端末やネットワークの設備を県で共同

調達する仕組みを構築し、負担軽減につなげました。導入の検討や導入後の設定などを県で一括し

てルールを決めることで、事務効率の向上、市町村の負担軽減の効果をもたらしました。

Q2
GIGA スクールサポーター、ICT 支援員などの ICT 人材がなかなか見つからないです。
どのように見つければよいでしょうか。

A
　他自治体の ICT 人材確保への取組として、次のような例が挙げられます。

　・情報端末導入業者等関係業者への相談・依頼

　・退職教員や地域おこし協力隊、シルバー人材等の幅広い人材の活用

　・雇用形態の変更（委託⇒直接雇用など）

　・事業者紹介ページ（ICT 活用教育アドバイザー Web サイト）の活用

　ICT 人材の確保の支援として、ICT 活用教育アドバイザー事務局の Web サイト内に、ICT 人材の

紹介・派遣を取り扱っている事業者をまとめて掲載※ 1 しております。

　なお、ICT 活用教育アドバイザー事業を活用して専門的な知見を持っているアドバイザーをご紹

介することもできます。

Q3 教育委員会に ICT に詳しい人がおらず困っています。どうしたらよいでしょう。

A
　教育委員会に協力してくださる人材を探すには次のような方法があります。

　・教員の中から ICT に詳しい人材の協力を得る。

　・役所の中の情報担当部門の協力を得る。

　・外部の専門家（地元の大学、IT 企業等）にコンサルティングしてもらう。

　・教育の情報化を専門とするコンサルタントとの契約をする。

　・ICT 活用教育アドバイザー、GIGA スクールサポーターの支援を定期的に得る。

第 1 章（ICT 環境整備の進め方と教育委員会の役割）

※ 1 ICT 活用教育アドバイザー事業ポータルサイト・学校 ICT 化サポート事業者
http://ictadvisor.mext.go.jp/partners/


